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１．研究の背景と問題の所在 

 日本では、全国の公共図書館のうち、192 館がビ

ジネス支援に取組んでいる。その実態を明らかにす

るため、図書館員と、その利用者に対して調査を行

い、実態を明らかにしようとする試みが始まっている。

しかし、図書館のビジネス支援が、一般的な事業者

の要求に合致しているかどうかを検証するには、中

小事業者や新規創業者、特に図書館未利者がどの

ような情報行動をとっているかを調査する必要があ

る。 

 

２．先行研究 

 バンデューラは、社会的認知理論を提唱し、人間

の日常行動の目的を、未来の望ましいできごとであ

る「遠隔ゴール」と、現在進行中の行為の目的である

「直近ゴール」とに区別し、前者が後者を生成し、後

者が現実の行為を決定するという多重ゴール･モデ

ルを示した[1]。また、人間の思考、感情、行動は、そ

の人の持つ自己の能力への確信の程度「自己効力

感（Self-Efficacy）」によって左右されるという、自己効

力理論を提唱している。 

 さらに、三輪は、この自己効力理論を応用し、自己

効力感の形成要因、それが行動を引き起こすプロセ

スを提示している[2]。 

 

３．研究方法 

３．１ 調査対象者 

 新宿区立図書館では、中小企業診断士を中央図

書館と角筈図書館の２館への派遣という形で2006年

10 月からビジネス情報支援相談会（以下「ビジネス

相談会」とする）を運営している。各館月１回ずつ開

催し、１回につき４時間、利用者１組につき１時間の

相談を利用者に提供している。この相談会は、図書

館職員と中小企業診断士が連携して開催を続けて

いる。 

 これまでの参加者のうち 2006 年、2007 年度のビジ

ネス相談会の利用者を本研究の対象とした。相談会

の利用者には、新規創業者及び既存の中小事業者

が含まれた。また広く調査をおこなうために、図書館

サービスの「未利用者」も調査対象に含めた。調査

対象者は表１に示すとおりである。 

表１．調査対象 

 

 相談記録

分析 

質問紙 

調査 

インタビュ

ー 

相談者・創業者 ４７ ４３ ３ 

相談者・事業者 １４ １４ １ 

未利用・創業者 － － ２ 

未利用・事業者 － － ３ 

 

３．２ 調査内容 

 図書館が実施したビジネス相談会の際、各参加者

がいかなる目的で相談会に参加し、いかなる内容の

相談をしたか、相談会の記録の分析を行った。 

 さらに、その後の動向について把握するため、質

問紙調査を行った。質問紙を相談会の参加者６１名

のうち居所のわかる５７名に郵送し、無記名で回答を

返送してもらうことにより、質問紙調査を実施した。以

上の回答から、図書館が行ったビジネス支援の有効

性およびビジネス支援として期待されている内容を

把握することができた。 

 

４．調査結果 

４．１ 相談内容分析と質問紙調査 

 新宿区立図書館におけるビジネス相談会の相談記

録の分析、参加者に対する質問紙調査の結果、相

談会参加者は４つの類型に分けることができた。４累

計の中では、「知識が少ない暗中模索状態」「不安

や疑問の山積状態」が大多数を占め、他に「事業計

画に問題保有状態」「事業計画が順調に進行中」の
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相談者がみられた。しかし、相談内容及びその組み

合わせは多岐に渡り、新規創業者、既存の事業者と

も相談内容に一定の傾向はみられなかった。また実

際の相談記録からは、個々の相談内容を関連づけ

て相談し、問題解決に向かう例がいくつも認められ

た。 

４．２ インタビュー調査 

 個々の相談内容における「関連づけ」が相談後ど

のように発展するかを確認するため、インタビュー調

査を実施した。インタビュー調査の結果、新規創業

者、既存の事業者とも、２つのタイプの情報行動が認

められた。あるきっかけによって、バンデューラのい

うところの「自己効力感」が形成され、それがその後

の行動を促進するタイプである。もう１つは、ビジネ

ス相談会の相談項目から引き継がれている「直近ゴ

ール」が、それぞれ別々に事業者の目標となってい

るのではなく、相互に関連しあうタイプである。事業

者は、それぞれの直近ゴール間を巡回しながら、試

行錯誤を繰り返し、最終的に「遠隔ゴール」を生成す

ることが確認できた。 

４．３ モデル化 

 ２つの情報行動のうち、自己効力感が形成され、そ

れがその後の行動の動機付となるタイプについては、

インタビュー者全員に認められた。 

 また、事業者の当面の目標である、複数の直近ゴ

ール間の相互作用については、インタビュー者間に

異なる特徴が見られたものの、全員に対しその存在

が確認できた。 

 この２つの情報行動タイプを組み合わせることによ

り、「事業者の情報行動モデル」が作成できた。 

 

図１．事業者の情報行動モデル 

 円錐形のモデルの中心を上昇していくのが、自己

効力感が動機付となる部分である。これに対し、円

錐の表面上収縮しながら上昇していくのが、複数の

直近ゴール間の相互作用である。この２つは、頂点

付近で、「遠隔ゴール」として交わる。 

 

５．考察 

 事業者の情報行動モデルを利用してインタビュー

調査回答者を類型化したところ、回答者の経験や業

種ではなく、経営方針やその業界の置かれている状

況によって情報行動が変わっていくのが判明した。 

 情報行動の初期部分である起業や事業計画作成

についての基本的事項を提供することにおいて、ビ

ジネス相談会が有効であることが確認できた。さらに、

比重の高い直近ゴールに近い情報をを提供すること

により、有効な情報支援サービスが可能となると思わ

れる。 

 一方、多様な選択枝から効率的に意思決定を行う

には、生データを含む多数の情報が必要である。こ

の部分においては、正に図書館の情報支援サービ

スが可能であると思われる。さらに、事業者ごとによ

り良いサービスを行うため追跡調査し、その後の情

報を把握してサービス自体に継続性を持たせる工夫

が必要となる。 

 また、事業者の情報行動には２種類ある。一定の

知識を得るための情報行動に対しては従来型のレフ

ァレンスサービスが有効だが、事業内容を決定する

ための情報行動に対しては、多くの選択肢を与える

ことが必要である。後者には、各レファレンス担当者、

相談担当者がそれぞれの立場から、事業者にヒント

になる情報源を提供すべきであると考えられる。 
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	４．調査結果
	　個々の相談内容における「関連づけ」が相談後どのように発展するかを確認するため、インタビュー調査を実施した。インタビュー調査の結果、新規創業者、既存の事業者とも、２つのタイプの情報行動が認められた。あるきっかけによって、バンデューラのいうところの「自己効力感」が形成され、それがその後の行動を促進するタイプである。もう１つは、ビジネス相談会の相談項目から引き継がれている「直近ゴール」が、それぞれ別々に事業者の目標となっているのではなく、相互に関連しあうタイプである。事業者は、それぞれの直近ゴール間を巡回しながら、試行錯誤を繰り返し、最終的に「遠隔ゴール」を生成することが確認できた。

